
2020年度診療報酬改定について
日本作業療法士協会 制度対策部

改定情報は2020年3月19日時点で
厚生労働省ホームページに掲載されている内容に基づいています
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社会保障制度を取り巻く現状

高齢化の加速 高齢化率
出典：平成29年版高齢社会白書（内閣府）

少子化の継続 出生率
出典：合計特殊出生率（厚生労働省）

人口減少 人口推計
出典：人口推計（総務省統計局）;08，17

日本の将来推計人口 平成29年推計
（国立社会保障・人口問題研究所）;40，60

2016年…27.3%
2025年…30.0%（推計）
2055年…38.0%（推計）

2005年…1.26人
2017年…1.44人
※政府目標…1.8人

2008年…1億2,808万人
2017年…1億2,676万人
2040年…1億1,092万人（推計）
2060年… 9,284万人（推計）

経済発展の減速

国
民
負
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率
増
大
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抑
制
の
見
直
し
が
必
要

生産人口の減少
世界経済の悪化 etc...
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日本の人口 年代別の推移（1965～2065年）

すでに国民の1/4が
65歳以上

国立社会保障・人口問題研究所データより作成

(千人)

(年)

生産年齢人口は2025年以降
さらに減少が加速

2025年まで75歳以上
人口は急激に増加
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

出典：財務省「令和2年度予算のポイント」-5-



出典：財務省「令和2年度予算のポイント」

令和2年度一般会計歳出・歳入の構成

社会保障
358,608億円
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令和２年度予算案の社会保障関係費の内訳

出典：厚生労働省「令和２年度予算案の概要」

年金, 

124,615, 

38%

医療, 

122,674, 

38%

介護, 

34,038, 

10%

福祉等, 

44,517, 

14%

雇用, 480, 

0%

（単位：億円）
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社会保障給付費と１人当たり国民所得の推移（1950～2017年）

（千円）（億円）
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2019年9月19日 社会保障審議会医療部会資料-9-



令和２年度診療報酬改定率

１．診療報酬＋０．５５％
※１ うち、※２を除く改定分＋０．４７％

各科改定率 医科＋０．５３％

歯科＋０．５９％

調剤＋０．１６％

※２ うち、消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革への
特例的な対応＋０．０８％

２．薬価等
➀ 薬価▲０．９９％
※ うち、実勢価等改定▲０．４３％

市場拡大再算定の見直し等▲０．０１％

➁ 材料価格▲０．０２％
※ うち、実勢価等改定▲０．０１％
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近年の制度改定の特徴

リハビリテーションに関連するキーワード

急性期～回復期の対応力強化

質の評価導入

病棟専従（※出来高のリハビリテーションとの比較）

医療と介護の連携強化

在宅サービスの充実

施設サービスの重点化

地域包括ケアシステムへの対応

活動と参加に焦点を当てたリハビリテーション

その他（把握しておくべきキーワード）

地域医療構想

医療従事者の働き方改革
-12-
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全国リハビリテーション医療関連団体協議会要望項目

１．（ア）ADL維持向上等体制加算の施設基準等の一部見直し

（イ）脳血管疾患等リハ料（Ⅰ）（Ⅱ）の施設基準の見直し

２．（ア）第三者評価の導入・フォローアップ体制の充実（入院料 1）

（イ）人員配置基準の見直し（入院料 1・2、体制強化加算）

（ウ）回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟の夜間看護職員配置加算の新設

（エ）回復期リハ病棟の入院適応疾患と包括除外

３．（ア）医療機関外での疾患別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料の算定単位数上限の撤廃およ
び外来算定の実現

（イ）認知症ケア加算算定要件の見直し

４．（ア）在宅患者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ指導管理料

（イ）在宅患者訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ指導管理料の算定要件緩和（提供場所の
拡充と対象者要件の 緩和）

（ウ）通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ利用者の急性増悪時のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料算定

＊赤字はOT協会からの提案項目

-14-



５．（ア）がん患者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料の外来算定・対象疾患の拡大

（イ）緩和ケア病棟入院患者へのﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの提供（施設基準への専任
追記および ADL 維 持加算の新設）

（ウ）リンパ浮腫複合的指導料の重症度の病期・回数の変更

６．（ア）退院に関連した共同・連携指導料等へのサービス名の追記

（イ）歯科衛生士の配置および歯科医師との連携評価

（ウ）退院後訪問指導料の対象拡大と報酬増

（エ）療養・就労両立支援指導料の対象疾患の拡大

７．（ア）運動量増加機器使用ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算

（イ）自助具・ポジショニング用具作製にかかる報酬算定

８．（ア）小児版ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ総合実施計画書の作成

９．（ア）呼吸器ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料の算定要件に言語聴覚士の職名追記

（イ）呼吸ケアチーム加算に作業療法士、言語聴覚士の職名追記

（ウ）早期離床・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ加算への言語聴覚士の職名追記

（エ）認知症ケア加算の退院調整に言語聴覚士の職名追記

（オ）難病リハビリテーション料の施設基準に言語聴覚士の職名追記

全国リハビリテーション医療関連団体協議会要望項目
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リハビリテーション専門職団体協議会要望項目

Ⅰ．リハビリテーション実施における効果的・効率的な運用について

1. リハビリテーションの実施計画に係る運用変更

2. リハビリテーション実施計画書および目標設定等支援・管理シートに

関する負担軽減の提案

3. 外来リハビリテーション診療料における医師の診察頻度およびリハビ

リテーションの進捗状況の把握（カンファレンスと診療録への記載）

の負担軽減の提案

Ⅱ．リハビリテーション提供体制について

1. 急性期病院における休日リハビリテーションの普及

2. 緩和ケア病棟入院患者へのリハビリテーションの提供

＊赤字はOT協会からの提案項目
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Ⅲ．リハビリテーション医療の充実について

1. 医療機関外での疾患別リハビリテーション料の算定単位数上限の撤廃

および外来算定の実現

2. 療養病棟における標準算定日数を超えた要介護被保険者の疾患別リハ

ビリテーション料減算の見直し

3. がん患者に対するリハビリテーション支援の拡充

4. 外来患者における早期リハビリテーション加算・初期加算の対象疾患

制限の撤廃

5. 在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料の算定要件緩和

Ⅳ．職名追記に関すること

1. 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（Ⅱ）の施設基準の見直し

2. 呼吸器リハビリテーション料における言語聴覚士の介入

3. 呼吸ケアチーム加算に作業療法士、言語聴覚士の職名追記

4. 早期離床・リハビリテーション加算への言語聴覚士の職名追記

5. 認知症ケア加算の退院調整に言語聴覚士の職名を追記

6. 難病リハビリテーションの施設基準に言語聴覚士の職名追記
-17-
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診療報酬改定の基本方針

平成30年度

I. 地域包括ケアシステム
の構築と医療機能の分
化・強化、連携の推進

II. 新しいニーズにも対応
でき、安心・安全で納
得できる質の高い医療
の実現・充実

III. 医療従事者の負担軽減
働き方改革の推進

IV. 効率化・適正化を通じ
た制度の安定性・持続
可能性の強化

令和2年度

1. 医療従事者の負担軽減、
医師等の働き方改革の推
進【重点課題】

2. 患者・国民にとって身近
であって、安心・安全で
質の高い医療の実現

3. 医療機能の分化・強化、
連携と地域包括ケアシス
テムの推進

4. 効率化・適正化を通じた
制度の安定性・持続可能
性の向上
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厚生労働省令和２年度診療報酬改定説明資料より-20-



2020年度診療報酬改定内容

１．疾患別リハビリテーション

■ リハビリテーション実施計画書の作成は、疾患別リハビリテーションの算
定開始後、原則として７日以内、遅くとも14日以内に行うこと

■ リハビリテーション実施計画書のADL項目はBIまたはFIMを用いる

■ 外来リハビテーション診療料の見直し：カンファレンスに係る要件の緩和

■ リハビリテーション総合計画評価料に運動量増加機器の加算新設

■ がん患者リハビテーション料の算定対象を疾等による要件から実施される
治療等による要件へ変更

■ リンパ浮腫指導管理料及びリンパ浮腫複合的治療料の対象患者、病期の拡
大

point -21-
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

第７部 リハビリテーション
＜通則＞

疾患別リハビリテーションの実施に当たっては、医師は定期的な機能検査等をもとに、

その効果判定を行い、別紙様式21 を参考にしたリハビリテーション実施計画書をリ

ハビリテーション開始後原則として７日以内、遅くとも14 日以内に作成する必要が

ある。また、リハビリテーション実施計画書の作成時及びその後（略）３か月に１回

以上（特段の定めのある場合を除く。）、患者又はその家族等に対して当該リハビリ

テーション実施計画書の内容を説明の上交付するとともに、その写しを診療録に添付

すること。なお、リハビリテーション実施計画書の作成前に疾患別リハビリテーショ

ンを実施する場合には、医師が自ら実施する場合又は実施するリハビリテーションに

ついて医師の具体的指示があった場合に限り、該当する疾患別リハビリテーション料

を算定できる。
Q 具体的な指示とは？
A 「医師の具体的指示については、医学的判断によるが、例えば、

患者のリハビリテーションの必要量や内容、実施するにあたっ
ての禁忌事項等の指示が含まれうる。

厚生労働省令和２年度診療報酬改定説明資料より-24-



なお、当該リハビリテーション実施計画書は、①これまでのリハビリ

テーションの実施状況（期間及び内容）、②前月の状態と比較した当月

の患者の状態、③将来的な状態の到達目標を示した今後のリハビリテー

ション計画と改善に要する見込み期間、④機能的自立度評価法

（Functional Independence Measure）又は基本的日常生活活動度

（Barthel Index）及びその他の指標を用いた具体的な改善の状態等を示

した継続の理由、などを記載したものであること。
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別紙様式21
リハビリテーション実施計画書

FIMまたはBI
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

Ｈ００３－２ リハビリテーション総合計画評価料

(４) リハビリテーション総合実施計画書の様式については、以下のいずれかを患者の

状態等に応じ選択する。患者の理解に資する記載となるよう、十分配慮すること。

ア 別紙様式23又はこれに準じた様式

イ 別紙様式21 の６又はこれに準じた様式に、(イ)から(ヘ)までの全て及び(ト)から

(ヲ)までのうちいずれか１項目以上を組み合わせて記載する様式（回復期リハビリ

テーション病棟入院料１を算定する患者については、必ず(ヌ)を含めること。）

（以下略）
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別紙様式23

左側はリハビリテーション
実施計画書と共通
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第2章 リハビリテーション
Ｈ００３-２ リハビリテーション総合計画評価料

注５ 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)又は脳血管疾患等リハビリ

テーション料(Ⅱ)に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして地方厚生局長等に届出を行った保険医療機関に

おいて、別に厚生労働大臣が定める患者に対して、当該保険医療機

関の医師、理学療法士又は作業療法士が運動量増加機器を用いたリ

ハビリテーション計画を策定し、当該機器を用いて、脳血管疾患等

リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーションを行った場

合に、運動量増加機器加算として、月１回に限り150点を所定点数

に加算する。
-29-



特定診療報酬算定医療機器の定義等について（通知） 令和2年3月5日保医発0305第11号

特定診療報酬算定
医療機器の区分

定義

運動量増加機器 薬事承認上の位置付け
その他の条件

類別 一般的名称

機械器具(58)整
形用機械器具

能動型上肢用他
動運動訓練装置

上肢を装置に固定し、設
定された適切な可動域に
よる訓練等を行うもの

機械器具(59)整
形用機械器具

能動型展伸・屈
伸回転運動装置

ロボット脚等により、他
動運動（立脚動作及び遊
脚動作）の補助等を行う
もの

機械器具(12)理
学診療用器具

歩行神経筋電気
刺激装置

電気刺激により足を背屈
させ、歩行を改善させる
もの

対応する診療報酬項目 H003-2 注５ 運動量増加機器加算
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第2章 リハビリテーション
Ｈ００４ 摂食機能療法

１ 30分以上の場合 185点

２ 30分未満の場合 130点

注１ １については、摂食機能障害を有する患者に対して、１月に４回に限り算定

する。ただし、治療開始日から起算して３月以内の患者については、１日に

つき算定できる。

２ ２については、脳卒中の患者であって、摂食機能障害を有するものに対して、

脳卒中の発症から14日以内に限り、１日につき算定できる。

３ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関において、当該保険医療機関の保険医、看護師、

言語聴覚士、薬剤師、管理栄養士等が共同して、摂食機能又は嚥下機能の回

復に必要な指導管理を行った場合に、摂食嚥下支援加算として、週１回に限

り200点を所定点数に加算する。-32-



特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて(通知) 令和2年3月5日保医発0305第3号

第 45 の２ 摂食嚥下支援加算

１ 摂食嚥下支援加算に関する施設基準

(１) 保険医療機関内に、以下から構成される摂食機能及び嚥下機能の回復の支援に係る専門知

識を有した多職種により構成されたチーム（以下「摂食嚥下支援チーム」という。）が設

置されていること。ただし、カについては、歯科医師が摂食嚥下支援チームに参加してい

る場合に限り必要に応じて参加していること。

ア 専任の常勤医師又は常勤歯科医師

イ 摂食嚥下機能障害を有する患者の看護に従事した経験を５年以上有する看護師であって、

摂食嚥下障害看護に係る適切な研修を修了した専任の常勤看護師

ウ 専任の常勤言語聴覚士

エ 専任の常勤薬剤師

オ 専任の常勤管理栄養士

カ 専任の歯科衛生士

キ 専任の理学療法士又は作業療法士

摂食嚥下支援チームの構成職種に
「専任の作業療法士」
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

第１部 医学管理等
Ｂ００１－２－７ 外来リハビリテーション診療料

(７) 外来リハビリテーション診療料１及び２を算定している場合は、医

師は疾患別リハビリテーション料の算定ごとに当該患者にリハビリテー

ションを提供したリハビリテーションスタッフからの報告を受け、当該

患者のリハビリテーションの効果や進捗状況等を確認し、診療録等に記

載すること。なお、リハビリテーションスタッフからの報告は、カン

ファレンスの実施により代えることとしても差し支えない。

Q カンファレンスそのものは必須か？
A 「医師がリハビリテーションスタッフからの報告を受け

ること」が要件であるため、カンファレンスの実施その
ものは必須ではない。

厚生労働省令和２年度診療報酬改定説明資料より
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

第７部 リハビリテーション
Ｈ００７－２ がん患者リハビリテーション料

(３) がん患者リハビリテーション料の対象となる患者は、入院中のが

ん患者であって、以下のいずれかに該当する者をいい、医師が個

別にがん患者リハビリテーションが必要であると認める者である。

ア 当該入院中にがんの治療のための手術、骨髄抑制を来しうる化学療

法、放射線治療若しくは造血幹細胞移植が行われる予定の患者又

は行われた患者

イ 在宅において緩和ケア主体で治療を行っている進行がん又は末期が

んの患者であって、症状増悪のため一時的に入院加療を行ってお

り、在宅復帰を目的としたリハビリテーションが必要な患者

対象疾患等による要件から、
実施される治療等による要件へ
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第2章 医学管理等
Ｂ００１－７ リンパ浮腫指導管理料

注１ 保険医療機関に入院中の患者であって、鼠径部、骨盤部若しくは腋

窩部のリンパ節郭清を伴う悪性腫瘍に対する手術を行ったもの又は

原発性リンパ浮腫と診断されたものに対して、当該手術を行った日

の属する月又はその前月若しくは翌月のいずれか（原発性リンパ浮

腫と診断されたものにあっては、当該診断がされた日の属する月又

はその翌月のいずれか）に、医師又は医師の指示に基づき看護師、

理学療法士若しくは作業療法士が、リンパ浮腫の重症化等を抑制す

るための指導を実施した場合に、入院中１回に限り算定する。

対象患者の拡大
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

第７部 リハビリテーション
Ｈ００７－４ リンパ浮腫複合的治療料

(１) リンパ浮腫複合的治療料は、鼠径部、骨盤部若しくは腋窩部のリ

ンパ節郭清を伴う悪性腫瘍に対する手術を行った患者又は原発性

リンパ浮腫と診断された患者であって、国際リンパ学会による病

期分類Ⅰ期以降のものに対し、複合的治療を実施した場合に算定

する。なお、この場合において、病期分類Ⅱ期以降の患者が「１」の

「重症の場合」の対象患者となる。

対象患者の拡大

病期の拡大
重症の基準変更
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2020年度診療報酬改定内容

２．入院料

■地域包括ケア病棟の実績要件等の見直し

・自院からの転棟制限

・入棟時にリハの必要性を説明

・在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料を前三月間において30回
以上算定している保険医療機関であること、が要件の選択肢に追加

■ 回復期リハビテーション病棟入院料の見直し

・１，３の実績指数の引き上げ（１：40以上、３：35以上）

・入退院時にFIMの説明

・「発症後2か月」の要件削除

point -41-
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基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて(通知) 令和2年3月5日保医発0305第2号

第12 地域包括ケア病棟入院料
１ 地域包括ケア病棟入院料の施設基準

(７) (６)のリハビリテーションを提供する患者については、１日平均２単位

以上提供していること。ただし、１患者が１日に算入できる単位数は９単

位までとする。なお、当該リハビリテーションは地域包括ケア病棟入院料

に包括されており、費用を別に算定することはできないため、当該病棟又

は病室を含む病棟に専従の理学療法士等が提供しても差し支えない。また、

当該入院料を算定する患者に提供したリハビリテーションは、疾患別リハ

ビリテーションに規定する従事者１人あたりの実施単位数に含むものとす

る。なお、リハビリテーションの提供に当たっては、当該患者の入棟又は

入室時に測定したＡＤＬ等を参考にリハビリテーションの必要性を判断し、

その結果について診療録に記載するとともに、患者又はその家族等に説明

すること。 -45-
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

Ａ３０８ 回復期リハビリテーション病棟入院料

(８) 回復期リハビリテーション病棟入院料を算定するに当たっては、当該入

院料を算定する患者に対し、入棟後２週間以内に入棟時のＦＩＭ運動項目

の得点について、また退棟（死亡の場合を除く。）に際して退棟時のＦＩ

Ｍ運動項目の得点について、その合計及び項目別内訳を記載したリハビリ

テーション実施計画書を作成し、説明すること。なお、患者の求めがあっ

た場合には、作成したリハビリテーション実施計画書を交付すること。

入院患者に対して、入院時のFIM及び目標
とするFIMについて、リハビリテーション
実施計画書を用いて説明すること
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第１章 入院料等
Ａ２５１ 排尿自立支援加算（週１回） 200点

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機関に入院している患者（第１節の入院

基本料（特別入院基本料等を除く。）又は第３節の特定入院料のうち、

排尿自立支援加算を算定できるものを現に算定している患者に限

る。）であって別に厚生労働大臣が定めるものに対して、包括的な排

尿ケアを行った場合に、患者１人につき、週１回に限り12週を限度と

して所定点数に加算する。 新たに算定可能となる入院料
• 地域包括ケア病棟入院料
• 回復期リハビリテーション病棟入院料
• 精神科救急入院料
• 精神療養病棟入院料等
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基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて(通知) 令和2年3月5日保医発0305第2号

第 26 の９ 排尿自立支援加算
１ 排尿自立支援加算に関する施設基準

(１) 保険医療機関内に、以下から構成される排尿ケアに係るチーム（以下

「排尿ケアチーム」という。）が設置されていること。

ア 下部尿路機能障害を有する患者の診療について経験を有する医師

イ 下部尿路機能障害を有する患者の看護に従事した経験を３年以上有し、

所定の研修を修了した専任の常勤看護師

ウ 下部尿路機能障害を有する患者のリハビリテーション等の経験を有す

る専任の常勤理学療法士又は専任の常勤作業療法士
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第２章 医学管理等
Ｂ００５－９ 外来排尿自立指導料 200点

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚

生局長等に届け出た保険医療機関において、入院中の患者以外の患者

であって、別に厚生労働大臣が定めるものに対して、包括的な排尿ケ

アを行った場合に、患者１人につき、週１回に限り、区分番号Ａ２５

１に掲げる排尿自立支援加算を算定した期間と通算して12週を限度と

して算定する。ただし、区分番号Ｃ１０６に掲げる在宅自己導尿指導

管理料を算定する場合は、算定できない。

退院後に外来においても継続的に
指導が可能となった
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2020年度診療報酬改定内容

３．精神科

■ 退院、外来で「包括支援マネジメント」の評価

■ 精神療養病棟で疾患別リハ料、リハ総合計画評価料が算定可能

■ 依存症集団療法の対象疾患にギャンブル依存症追加

■ 精神障害を有する者への訪問看護見直し

・訪問職種が分かるよう区分を新設

・GAF尺度により判定した値を記録等へ記載

point -54-
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

Ｂ０１５ 精神科退院時共同指導料
（２）（略）なお、共同指導を行う当該保険医療機関の多職種チームには、以下のアか

らウまでの職種がそれぞれ１名以上参加していること。また、必要に応じてエからコ
までの職種が参加していること。ただし、アからカまでについては、当該保険医療機
関の者に限る。

ア 精神科の担当医

イ 保健師又は看護師（この区分において「看護師等」という。）

ウ 精神保健福祉士

エ 薬剤師

オ 作業療法士

カ 公認心理師

キ 在宅療養担当医療機関の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの看護師等

ク 在宅療養担当医療機関の保険医の指示を受けた訪問看護ステーションの作業療法士

ケ 市町村若しくは都道府県、保健所を設置する市又は特別区等（この区分において
「市町村等」という。）の担当者

コ その他の関係職種
-58-



診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

Ｂ０１５ 精神科退院時共同指導料
(７) 共同指導の実施及び支援計画の作成に当たっては、平成28～30 年度厚生労働行

政調査推進補助金障害者対策総合研究事業において「多職種連携による包括的支援

マネジメントに関する研究」の研究班が作成した、「包括的支援マネジメント 実践

ガイド」を参考にすること。なお、患者又はその家族等に対して提供する文書につ

いては、別紙様式51 の２「療養生活環境の整備に関する支援計画書」を用いるこ

と。また、当該文書の写しを診療録等に添付すること。

包括的支援マネジメント実践ガイドより

導入基準シート、支援ニーズアセスメントシート、支援計画シート -59-
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第２章 精神科専門療法
Ｉ００６－２ 依存症集団療法

１ 薬物依存症の場合 340点

２ ギャンブル依存症の場合 300点

（略）

２ ２については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機関において、ギャンブル依存症の患者であって、

入院中の患者以外のものに対して、集団療法を実施した場合に、治療開始日から

起算して３月を限度として、２週間に１回に限り算定する。

３ 依存症集団療法と同一日に行う他の精神科専門療法は、所定点数に含まれるものと

する。
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診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 令和2年3月5日 保医発0305第1号

Ｉ００６－２ 依存症集団療法

(２) 依存症集団療法の「２」については、次のアからウまでのいずれも満たす場合に算定できる。

ア 入院中の患者以外の患者であって、ギャンブル（ギャンブル等依存症対策基本法（平成30 年

法律第74 号）第２条に規定するギャンブル等をいう。）に対する依存の状態にあるものにつ

いて、精神科医又は精神科医の指示を受けた看護師、作業療法士、精神保健福祉士若しくは公

認心理師で構成される２人以上の者（このうち１人以上は、当該療法の実施時間において専従

する精神科医、看護師又は作業療法士（いずれもギャンブル依存症集団療法に関する適切な研

修を修了した者に限る。）であること。）が、認知行動療法の手法を用いて、ギャンブルの実

施を患者自らコントロールする手法等の習得を図るための指導を行うこと。

イ １回に10 人に限り、60 分以上実施すること｡

ウ 平成28～30 年度日本医療研究開発機構障害者対策総合研究開発事業において「ギャンブル障

害の疫学調査、生物学的評価、医療・福祉・社会的支援のありかたについての研究」の研究班

が作成した、「ギャンブル障害の標準的治療プログラム」に沿って行うこと。
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第１章 入院料等
Ａ３１２ 精神療養病棟入院料

注２ 診療に係る費用（注３から注６までに規定する加算、第２節に規定する臨床研修病院入院診

療加算、医師事務作業補助体制加算（50対１補助体制加算、75対１補助体制加算又は100対

１補助体制加算に限る。）、地域加算、離島加算、精神科措置入院診療加算、精神科措置入

院退院支援加算、精神科地域移行実施加算、医療安全対策加算、感染防止対策加算、患者サ

ポート体制充実加算、精神科救急搬送患者地域連携受入加算、データ提出加算、薬剤総合評

価調整加算及び排尿自立支援加算、第２章第１部医学管理等の区分番号Ｂ０１５に掲げる精

神科退院時共同指導料２、第７部リハビリテーションの区分番号Ｈ０００に掲げる心大血管

疾患リハビリテーション料、区分番号Ｈ００１に掲げる脳血管疾患等リハビリテーション料、

区分番号Ｈ００１－２に掲げる廃用症候群リハビリテーション料、52区分番号Ｈ００２に掲

げる運動器リハビリテーション料、区分番号Ｈ００３に掲げる呼吸器リハビリテーション料、

区分番号Ｈ００３－２に掲げるリハビリテーション総合計画評価料、第８部精神科専門療法

並びに除外薬剤・注射薬に係る費用を除く。）は、精神療養病棟入院料に含まれるものとす

る。
入院料に含まれないものに疾患別リハ料が追加
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第２章 精神科専門療法
Ｉ０１２ 精神科訪問看護・指導料

職種ごとの区分が新設された

１ 精神科訪問看護・指導料(Ⅰ)

イ保健師又は看護師による場合

( 1 ) 週３日目まで30分以上の場合580点

( 2 ) 週３日目まで30分未満の場合445点

( 3 ) 週４日目以降30分以上の場合680点

( 4 ) 週４日目以降30分未満の場合530点

ロ准看護師による場合

( 1 ) 週３日目まで30分以上の場合530点

( 2 ) 週３日目まで30分未満の場合405点

( 3 ) 週４日目以降30分以上の場合630点

( 4 ) 週４日目以降30分未満の場合490点

ハ作業療法士による場合

( 1 ) 週３日目まで30分以上の場合580点

( 2 ) 週３日目まで30分未満の場合445点

( 3 ) 週４日目以降30分以上の場合680点

( 4 ) 週４日目以降30分未満の場合530点

ニ精神保健福祉士による場合

( 1 ) 週３日目まで30分以上の場合580点

( 2 ) 週３日目まで30分未満の場合445点

( 3 ) 週４日目以降30分以上の場合680点

( 4 ) 週４日目以降30分未満の場合530点
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訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部を改正する件（告示）
令和2年厚生労働省告示第62号

第３ 精神科訪問看護基本療養費について

５ 精神科訪問看護基本療養費(Ⅰ)又は(Ⅲ)を算定する場合にあっては、訪問看護記録

書、訪問看護報告書及び訪問看護療養費明細書に、月の初日の指定訪問看護時にお

けるＧＡＦ尺度により判定した値を記載する。

※精神科訪問看護・指導料においても記録を要件化
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2020年度診療報酬改定内容

４．訪問看護

■ 機能強化型訪問看護管理療養費１，２，３の人員配置基準、看護師

等の6割以上が看護職員であること

■ 理学療法士等による訪問看護について週4日目以降の評価の見直し

■ 計画書および報告書へ訪問する/訪問した職種の記載

point -69-



厚生労働省令和２年度診療報酬改定説明資料より-70-



厚生労働省令和２年度診療報酬改定説明資料より-71-



訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準等の一部を改正する件(告示)
令和2年 厚生労働省告示第63号

第一 訪問看護療養費に係る
訪問看護ステーションの基準

六訪問看護管理療養費の基準

（１）機能強化型訪問看護管理療養費１の基準

次のいずれにも該当するものであること

イ （略）

ロ 指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準第二条第一項に規定する

看護師等のうち、六割以上が同項第一号に規定する看護職員であること。

ハ （略）

ニ （略）

ホ （略）
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訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部を改正する件（告示）
令和2年厚生労働省告示第62号

０１ 訪問看護基本療養費

１ 訪問看護基本療養費(Ⅰ)

イ 保健師、助産師又は看護師による場合（ハを除く。）

( 1 ) 週３日目まで 5,550円 (２) 週４日目以降 6,550円

ロ 准看護師による場合

( 1 ) 週３日目まで 5,050円 (２) 週４日目以降 6,050円

ハ 悪性腫瘍の利用者に対する緩和ケア、褥 瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱に

係る専門の研修を受けた看護師による場合 12,850円

ニ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による場合 5,550円
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訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（通知）
令和2年3月5日保発0305第3号

第５ 訪問看護管理療養費について

１(６) 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士（以下「理学療法士等」という。）

が訪問看護を提供している利用者について、訪問看護計画書及び訪問看護報

告書は、理学療法士等が提供する内容についても一体的に含むものとし、看

護職員（准看護師を除く。）と理学療法士等が連携し作成する。また、訪問

看護計画書及び訪問看護報告書の作成に当たっては、指定訪問看護の利用開

始時及び利用者の状態の変化等に合わせ看護職員による定期的な訪問により、

利用者の病状及びその変化に応じた適切な評価を行うこと。訪問看護計画書

には訪問看護を提供する予定の職種について、訪問看護報告書には訪問看護

を提供した職種について、それぞれ記載すること。
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2020年度診療報酬改定内容

その他

■ 義肢装具採型料・採寸料の見直し

■ 治療と仕事の両立に向けた支援充実

・がんに加え、対象疾患に脳卒中、肝疾患、指定難病を追加

（療養・就労両立支援指導料、算定は看護師、社会福祉士）

■ 呼吸器リハビリテーション料及び難病患者リハビリテーション料

の施設基準等の見直し（言語聴覚士の追加）

■ 「小児特定疾患カウンセリング料」に「公認心理師による場合」

が新設され、公認心理師の業務が点数化
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診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示) 令和2年厚生労働省告示第57号

第２章 処置

Ｊ１２９ 義肢採型法

１ 四肢切断の場合（１肢につき） 700点

２ 股関節、肩関節離断の場合（１肢につき） 1,050点

Ｊ１２９－２ 練習用仮義足又は仮義手採型法

１ 四肢切断の場合（１肢につき） 700点

２ 股関節、肩関節離断の場合（１肢につき） 1,050点

Ｊ１２９－３ 治療用装具採寸法（１肢につき） 200点

Ｊ１２９－４ 治療用装具採型法

１ 体幹装具700点

２ 四肢装具（１肢につき） 700点

３ その他（１肢につき） 200点

分類の整理
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2020年度診療報酬改定 答申付帯意見（一部抜粋）

次回改定までの宿題

（働き方改革）
２ 医師・医療従事者の働き方改革を推進し、地域医療を確保するための取組に係る今回改定
での対応について、その効果等を検証・調査するとともに、適切な評価の在り方について引き
続き検討すること。

（入院医療）
３ 一般病棟入院基本料、療養病棟入院基本料等の入院基本料や、特定集中治療室管理料、地
域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリテーション病棟入院料等の特定入院料に係る、入院患
者のより適切な評価指標や測定方法等について、引き続き検討すること。

（精神医療）
９ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価について引き続き検討する
こと。

（その他）
20 医療機関と関係機関との連携の下で提供される医療について、その実態に応じた報酬の在
り方について引き続き検討すること。
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改定情報の確認の仕方

厚生労働省ホームページ ▶ 政策について ▶ 分野別の政策一覧

医療保険
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改定情報の確認の仕方

医療保険 ▶ （重要なお知らせ）令和2年度診療報酬改定

令和２年度診療報酬改定

-82-



改定情報の確認の仕方

このページにすべて掲載されています
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改定情報の確認の仕方

概要を知るには「説明資料」

告示、留意事項通知はここで確認

解説のyoutubeもあります
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改定情報の確認の仕方

診療報酬の算定方法の一部を改正する件(告示)

『医科点数表の解釈』
の各ページのこの箇所

第3 関係法令等
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改定情報の確認の仕方

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う
実施上の留意事項について(通知)

『医科点数表の解釈』
の各ページのこの箇所 様式（医科）

リハ実施計画書などの
様式はここ

基本診療料の施設基準等及びその届出
に関する手続きの取扱いについて(通知) 

特掲診療料の施設基準等及びその届出
に関する手続きの取扱いについて(通知)

施設基準は『医科点数表の解釈』の後半に掲載

特定診療報酬算定医療機器の定義等について（通知）

運動量増加機器に
ついてはここ
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改定情報の確認の仕方

訪問看護についてはこのあたりに記載があります

訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの
基準等の一部を改正する件(告示)

訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額
の算定方法の一部を改正する件（告示）

訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額
の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項
について（通知）
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改定情報の確認の仕方

pdf内の文章を検索するには：

ブラウザ画面の簡易検索（Ctrl+F）を使い、「作業療法」「リハビリテーション」等、

キーワードを入力すると検索が容易です。

「ctrl」キーと「F」キーを同時に押して

検索バーを表示
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